
防災訓練実施結果報告書の要旨 

○玄海原子力発電所における総合訓練（複数の訓練を組み合わせて行う訓練） 

 

訓練実施日 平成２９年１２月４日 

参加人数 ５１８名（協力会社１４３名、他電力４名を含む） 

想定した原子力

災害の概要 

・１号機は廃止措置段階、２号機は定期検査中に全交流動力電源が喪失。 

・３，４号機は、定格熱出力一定運転中に、地震発生により、原子炉が

自動停止する。 

・３号機は蒸気発生器への給水機能喪失事象発生後、非常用炉心冷却装置

注水不能により原子力災害対策特別措置法第１５条事象に至る。 

・４号機は、全交流動力電源が喪失するとともに原子炉冷却材漏えいが発

生し、非常用炉心冷却装置注水不能により原子力災害対策特別措置法第

１５条事象に至る。 

訓練の内容 

以下の項目を「シナリオ非提示」にて実施  

【玄海原子力発電所】 
（１）ｱｸｼﾃﾞﾝﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ（ＡＭ）訓練 
（２）緊急時対応訓練 
（３）通報訓練 
（４）モニタリング訓練 
（５）避難誘導訓練 
（６）原子力防災要員等の動員訓練

 
（７）火災対応訓練

 
（８）オフサイトセンター連携訓練

 
  

【後方支援拠点】 

（１）現地設営・運営訓練 （２）発電所支援に係る本店との連携訓練
 

訓練の評価 

○発電所、本店、後方支援拠点及び各支社が連携し、原子力災害発生時

に原子力防災組織及び本店原子力防災組織があらかじめ定められた機

能を有効に発揮できることを確認。 
○訓練を重ねるごとに、これまでの訓練から抽出された改善点につい

て、その対策の効果を確認。 
○昨年度訓練の主な改善項目における状況は、以下の通り。 

・国の緊急時対応センター（ＥＲＣ）リエゾン

※

からＥＲＣへの情報提

供方法の検討 

⇒ＥＲＣリエゾンの役割について明確にし、本店即応センターと連携

した情報提供を行い、本店即応センターを補完する役割が災害対応

に有効であることを確認 

※ＥＲＣリエゾン：本店即応センターをサポートするためにＥＲＣに派

遣した当社の要員 

・本店即応センターのブリーフィング内容をＥＲＣと共有する際のＴＶ

会議の運用についての検討 

⇒本店即応センター内ブリーフィングの際は、ＥＲＣ対応者へブリー

フィングを実施する旨の報告を行うよう周知するとともに、ＥＲＣ

対応状況に応じてマイクの使い分け（ＥＲＣ・館内）を行うこと

で、ＥＲＣとの会話を阻害する場面が少ないことを確認 

・代替緊急時対策所内での情報共有のためのマイク追加配備等の検討 

⇒代替緊急時対策所内の館内マイクを追加配備し、原子力総合防災訓

練及び今回の訓練において、館内マイクを用いた情報共有が実施で

きることを確認 

別 紙 

【本店即応センター】 
（１）通報訓練 
（２）緊急事態支援組織対応訓練 
（３）モニタリング訓練 
（４）原子力防災要員等の動員訓練 
（５）原子力事業者間協力協定に 

基づく支援連携訓練 
（６）発電所支援対応訓練 
（７）プレス対応訓練 
（８）住民避難支援対応訓練 



今後に向けた 

改善点等 

○より一層の充実を図る観点から、今後の訓練に反映する主な内容 

【本店即応センター】 

・ＥＲＣとの更なる情報共有に努めるため、対応戦略等の伝達・共有が

容易に可能となるよう、プラント状況に応じた対応方針を記載した戦

略シート等の作成について、他電力の訓練状況も踏まえ検討する。 

【玄海原子力発電所】 

・原子力災害情報システムへの時系列の入力について、対応要員が代わっ

た場合においても、記載内容に差が生じないよう記載要領を整備する。 

 

○玄海原子力発電所における要素訓練（作業手順の習熟を図る個々の訓練） 

・対象期間：平成２９年３月１日～平成３０年１月３１日 

項目 実施日 

参加 

人数 

訓練の概要 今後に向けた改善点 

緊

急

事

態

支

援 

組

織

対

応

訓

練

 

平成 29 年 

3 月 16 日 

 

9 名 

〇発電所において原子力災害が

発生したことを想定し、原子

力緊急事態支援組織への支援

要請及び遠隔操作資機材の操

作訓練を実施し操作技能の習

熟を図る 

・今後も、訓練において状況

を確認し、更なる改善を 

検討していく 平成 29 年 

9 月 2 日、 

9 月 3 日 

3 名 

通

報

訓

練 

平成 29 年 

6 月 7 日 

62 名 

〇通報連絡要否判断、通報連絡

文の確実な作成及び社内外関

係箇所へ迅速かつ確実な通報

連絡ができることを確認する 

同  上 

原

子

力

災

害

 

医

療

訓

練

 

平成 29 年 

10 月 25 日 

17 名 

〇管理区域内で負傷者が発生し

たことを想定し、負傷者の搬

出、汚染の除去、応急措置等

の訓練を行う 

同  上 

モ

ニ

タ

リ

ン

グ

訓

練

 

平成29年 

12月 21日 

21 名 

〇緊急時モニタリング（放射性

物質濃度、放射線量の測定

等）に係る対応能力の向上を

図る 
同  上 

避

難

誘

導 

訓

練 

平成30年 

1月 15日 

29 名 

〇見学者来訪時に緊急事態が発

生したことを想定し、関係者

への迅速な連絡、避難誘導が

できることを確認する 
同  上 

Ａ

Ｍ

訓

練 

平成 30 年 

1 月 29 日、 

1 月 31 日 

56 名 

〇アクシデントマネジメントガ

イドラインを用いた事象進展

防止、影響緩和措置の判断・

選択が適切に行われることを

確認する 
同  上 

  以 上 


